
JILPT アーカイブ No.198 

「高齢者の雇用・採用に関する調査｣ （調査シリーズ No.67）の Read me 

本アーカイブデータについて、注意が必要な箇所を以下に示しました。 

1． 非該当は『9999』（名義尺度の場合）あるいは『システム欠損値』（スケール尺度の場合）、

無回答は『8888』となっています。なお、多重回答については別途、無回答変数が設け

られています。

2． 秘匿化のため、自由記述回答の内容は含まれていません。また、秘匿化のため、以下の

表に示す変数はカテゴリ化されています。 

調査項目 変数名 
カテ

ゴリ数 
各カテゴリの内容(ラベル) 

問 3 セミナー等に 

参加可能な年齢 
q3_ca 9 

49 歳以下、50 歳、51～54 歳、 

55 歳、56 歳、57 歳、58 歳、59 歳、

無回答 

問 5 付問 制度の適用が 

開始になる年齢 
q5_sq_re － 49 歳以下をボトムコーディング 

問 6①制度を活用できる 

年齢 

q6_1_1_ca 

q6_2_1_ca 

q6_3_1_ca 

6 
44 歳以下、45～49 歳、50～54 歳、

55～59 歳、60 歳以上、無回答 

問 6② 常設の早期退職優遇

制度を活用した人数 
q6_1_2_ca 4 

0 人（活用者なし）、1～4 人、 

5 人以上、無回答 

問 6② 転職支援のための 

取組みを活用した人数 

問 6② 独立開業支援のため

の取組みを活用した人数 

q6_2_2_ca 

q6_3_2_ca 
3 

0 人（活用者なし）、1 人以上（活用

者あり）、無回答 

問 8 10 年前 50 歳を迎えた

社員の 60 歳までの勤続割合 
q8_ca 12 

0％、1～10％未満、10～30％未満、 

30～40％未満、40～50％未満、 

50～60％未満、60～70％未満、 

70～80％未満、80～90％未満、 

90～100％未満、100％、無回答 

問 9(1) フルタイム勤務の 

労働時間 
q9_1_ca 6 

30 時間未満、30～35 時間未満、 

35～40 時間未満、40 時間、 

40 時間超、無回答 

問 10 60 代前半の継続雇用

者の勤務割合 

q10a_ca 

q10b_ca 

q10c_ca 

q10d_ca 

7 

0％、25％未満、25～50％未満、 

50～75％未満、75～100％未満、 

100％、無回答 
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問 12(2) 60 歳直前の水準を

100 とした場合の 

61 歳時点の賃金水準 

（最高、平均的、最低） 

q12_2_1_ca 

q12_2_2_ca 

q12_2_3_ca 

11 

30％未満、30～40％未満、 

40～50％未満、50～60％未満、 

60～70％未満、70～80％未満、 

80～90％未満、90～100％未満、 

100％、100％超、無回答 

問 12(3) 継続雇用者の 

平均的年収 
q12_3_ca 8 

100～200 万円未満、200～300 万円未

満、300～400 万円未満、400～500 万

円未満、500～600 万円未満、600～

700 万円未満、700 万円以上、無回答 

問 12(4) 継続雇用者の 

平均的な年収の内訳 

① 賃金・賞与の割合 

q12_4_1_ca 7 

60％未満、60～70％未満、 

70～80％未満、80～90％未満、 

90～100％未満、100％、無回答 

問 12(4) 継続雇用者の 

平均的な年収の内訳 

② 企業年金支給の割合 

③ 在職老齢年金の割合 

④ 高年齢雇用継続給付の 

割合 

q12_4_2_ca 

q12_4_3_ca 

q12_4_4_ca 

5 
0％、1～10％未満、10～20％未満、

20％以上、無回答 

問 16 付問(1) 在職老齢年金

の支給を受けている従業員数 

（60 代前半(60－64 歳)、 

 60 代後半(65－69 歳)、 

70 歳以上） 

q16_sq1_1_ca 

q16_sq1_2_ca 

q16_sq1_3_ca 

7 
0 人、1～5 人、6～10 人、11～20

人、21～50 人、51 人以上、無回答 

問 17 付問(1) 高年齢雇用 

継続給付の支給を受けている

60 歳以上の従業員数 

q17_sq1_ca 6 
1～5 人、6～10 人、11～20 人、21～

50 人、51 人以上、無回答 

問 20(1) 中途採用者の年齢

別構成（正社員、非正社員） 

q20_1_1_1_ca 

q20_1_1_2_ca 

q20_1_1_3_ca 

q20_1_1_4_ca 

q20_1_1_5_ca 

q20_1_2_1_ca 

q20_1_2_2_ca 

q20_1_2_3_ca 

q20_1_2_4_ca 

q20_1_2_5_ca 

6 
0 名、1～5 名未満、5～10 名未満、 

10～20 名未満、20 名以上、無回答 

問 20(2)① 55 歳以上の中途

採用者の職種別採用人数 

q20_2_1_1_ca 

q20_2_1_2_ca 

q20_2_1_3_ca 

q20_2_1_4_ca 

q20_2_1_5_ca 

5 
1 人、2 人、3～4 人、5 人以上、 

無回答 
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q20_2_1_6_ca 

F1 業種 f1_re 10 

建設業、製造業、情報通信業、運輸

業、卸売・小売業、金融・保険業、飲

食業・宿泊業、サービス業、その他、

無回答 

F2 設立年 f2_ca 6 

1950 年以前、1951～1970 年、 

1971～1990 年、1991～2000 年、 

2001 年以降、無回答 

F3 本社所在地 f3_ca 11 

北海道・東北、北関東・甲信、南関

東、北陸、東海、近畿、中国、四国、

九州、その他、無回答 

F4① 直近の売上高 f4_1_1_ca 7 

10 億円未満、10 億～50 億円未満、50

億～75 億円未満、75 億～100 億円未

満、100 億～200 億円未満、200 億円

以上、無回答 

F4② 直近の営業利益 f4_1_2_ca 7 

営業利益赤字、5 千万円未満、5 千万

～1 億円未満、1 億～5 億円未満、5 億

～10 億円未満、10 億円以上、無回答 

F5(1) 従業員数 f5_1_ca 6 

1～49 人、50～99 人、100～199 人、

200～299 人、300～499 人、 

500 人以上 

F5(2) 正社員の人数 f5_2_1_ca 5 
49 人以下、50～99 人、 

100～299 人、300 人以上、無回答 

F5(2) うち女性社員数 f5_2_2_ca 8 

9 人以下、10～19 人、20～29 人、 

30～39 人、40～49 人、50～99 人、 

100 人以上、無回答 

F5(2) 正社員の平均年齢 f5_2_3_ca 7 

30 歳未満、30～35 歳未満、 

35～40 歳未満、40～45 歳未満、 

45～50 歳未満、50 歳以上、無回答 

F5(2) 正社員の 

平均勤続年数 
f5_2_4_ca 6 

5 年未満、5～10 年未満、 

10～15 年未満、15～20 年未満、 

20 年以上、無回答 

F5(3) 年齢別従業員数 

（正社員、非正社員） 

f5_3_1_1_ca 

f5_3_1_2_ca 

f5_3_1_3_ca 

f5_3_1_4_ca 

f5_3_1_5_ca 

f5_3_2_1_ca 

f5_3_2_2_ca 

f5_3_2_3_ca 

7 
0 人、1～5 人、6～10 人、11～30

人、31～50 人、51 人以上、無回答 
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f5_3_2_4_ca 

f5_3_2_5_ca 

F6(2)① 初任給の 

平均的給与月額 
f6_2_1_ca 8 

14 万円未満、14 万～16 万円未満、16

万～18 万円未満、18 万～20 万円未

満、20 万～22 万円未満、22 万～24

万円未満、24 万円以上、無回答 

F7(2)① 企業年金の 

支給開始年齢 
f7_2_1_ca 6 

60 歳未満、60 歳、61～64 歳、 

65 歳、66 歳以上、無回答 

F7(2)② 企業年金の 

支給期間 
f7_2_2_ca 6 

10 年未満、10～15 年未満、15～20

年未満、20 年以上、終身、無回答 

 

 

・ なお、F7(2)②の支給期間は数値記入欄ですが、統計表 233 頁に「一時払い」あるいは

「終身」とあるのは、同欄にそうした文字入力（自由記述）があったケースであり、 

アーカイブデータでは、無回答に含まれています。 

 

・ なお、統計表 104 頁の表頭に『うち 55 歳』で度数 1 とあるのは、正しくは 41 です。 

 

・ なお、統計表 161 頁の表頭に『20 名以上』106，9.0％とあるのは、正しくは 109，9.3％、 

『無回答』85，7.2％とあるのは、正しくは 82，7.0％です。 
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